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連結株主資本等変動計算書

（2019年 9 月 1 日から
2020年 8 月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合 計

当 期 首 残 高 651,370 709,200 10,874,339 △1,449,719 10,785,189

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △112,220 △112,220
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 432,581 432,581

自 己 株 式 の 取 得 △25,375 △25,375

自 己 株 式 の 処 分 9,938 9,938
株主資本以外の項目
の 当 期 変 動 額
(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 320,360 △15,436 304,923

当 期 末 残 高 651,370 709,200 11,194,699 △1,465,156 11,090,112

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株
主 持 分

純 資 産
合 計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 339,317 △74,860 264,457 29,825 11,079,472

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △112,220
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 432,581

自 己 株 式 の 取 得 △25,375

自 己 株 式 の 処 分 9,938
株主資本以外の項目
の 当 期 変 動 額
(純額)

47,183 △11,338 35,844 10,826 46,670

当 期 変 動 額 合 計 47,183 △11,338 35,844 10,826 351,594

当 期 末 残 高 386,501 △86,198 300,302 40,651 11,431,066
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
（１）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
①　連結子会社の数　　　　　　　　２社
②　連結子会社の名称　　　　　　　Micron-U.S.A., Inc.

Micron Machinery (Thailand) Co., Ltd.
③　主要な非連結子会社の名称等　　ミクロンテクニカルサービス株式会社

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期
純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結計算書類に
重要な影響を及ぼしていないためであります。

（２）持分法の適用に関する事項
・持分法を適用していない　　　　　ミクロンテクニカルサービス株式会社

非連結子会社　　　　　　　　　　（持分法を適用しない理由）
持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益
及び利益剰余金等からみて、持分法の対象から除いて
も連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要
性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

（４）会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
・満期保有目的の債券　　　　　償却原価法（定額法）
・その他有価証券

 

ⅰ.時価のあるもの　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）
なお、組込デリバティブの時価を区分して測定するこ
とができない複合金融商品については、全体を時価評
価し評価差額を損益に計上しております。

ⅱ.時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ　　　　　　　　時価法
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ハ．たな卸資産
 

・半製品　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

 

・仕掛品　　　　　　　　　　　個別法による原価法(貸借対照表価額は､収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定)

・原材料及び貯蔵品　　　　　　原材料
先入先出法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定)
貯蔵品
最終仕入原価法による原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

（リース資産を除く）
当社は定率法を、在外子会社は当該国の会計基準の規
定に基づく定額法を採用しております。ただし、当社
は1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については定額法によっておりま
す。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準によっております。ただ
し、実験機の耐用年数については見積経済的使用可能
期間（４年）によっております。

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

ハ．リース資産

定額法によっております。なお、耐用年数について
は、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお
ります。ただし、ソフトウエア（自社利用）について
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

③　重要な引当金の計上基準
 

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ
いては、貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更
生債権等については、個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

 

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額
のうち当連結会計年度の費用負担額を計上しておりま
す。

－ 3 －
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ハ．役員賞与引当金　　　　　　　役員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額の
うち当連結会計年度の費用負担額を計上しております。

 

ニ．製品保証引当金　　　　　　　当社は、製品売上後の保証期間内におけるアフターサ
ービス費用の支出に備えるため、売上高を基準として
過去の実績に基づく発生見込額を計上しております。
また、個別に見積り可能なアフターサービス費用につ
いてはその見積額を計上しております。

ホ.株式給付引当金　　　　　　　 社員向け株式交付規程に基づく従業員への当社株式の
給付に充てるため、給付見込額に基づき当連結会計年
度に見合う分を計上しております。

ヘ.役員株式給付引当金　　　　　 取締役向け株式交付規程に基づく取締役への当社株式
の給付に充てるため、給付見込額に基づき当連結会計
年度に見合う分を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法
　当社は、企業年金制度に関する退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、直近の
年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお
ります。

⑤　重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額
は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（５）表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度において区分掲記していた営業外収益の「投資有価証券償還益」（当連
結会計年度6,733千円）及び「受取家賃」（当連結会計年度11,529千円）は、重要性が乏
しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

－ 4 －
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（追加情報）
（取締役向け株式報酬制度）
　当社は、取締役（社外取締役を除く。以下同じ）に対する信託型株式報酬制度として「取
締役向け株式交付信託」を導入しております。
　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付
する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて
おります。
１．取引の概要
　「取締役向け株式交付信託」は、本信託が取得した当社株式を当社が定める株式交付規
程に従って、対象取締役に交付するものです。
２．信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、
純資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿
価額及び株式数は、165,767千円及び105,450株であります。
（従業員向け株式交付信託制度）
　当社は、従業員向けインセンティブ・プランとして「社員向け株式交付信託」を導入し
ております。
　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付
する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて
おります。
１．取引の概要
　「社員向け株式交付信託」は、本信託が取得した当社株式を当社が定める株式交付規程
に従って、対象となる従業員に交付するものです。
２．信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、
純資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿
価額及び株式数は、67,522千円及び42,953株であります。
（会計上の見積り）
　新型コロナウイルスの世界的な感染拡大による影響は、企業活動や経済など広範囲に及
び、当社グループにおいても新規受注に向けた営業活動が一部制限されることや海外向け
案件の一部で売上が翌期以降に繰越となるなどの影響を受けております。
　新型コロナウイルス感染症の収束時期を予測することは困難でありますが、経済活動の
再開と感染拡大防止の両立を模索する動きがみられることから、翌連結会計年度より徐々
に正常化していくものと仮定して、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等に係る
会計上の見積りを行っております。

－ 5 －
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　なお、新型コロナウイルスによる経済活動への影響は不確実性が高いため、先述の仮定
に状況変化が生じた場合は当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

２．連結貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 5,341,706千円
（２）国庫補助金等による圧縮記帳額

国庫補助金等の受入により取得価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりであります。
機械装置及び運搬具 17,180千円
土地 156,321千円
工具、器具及び備品(有形固定資産その他) 12,118千円
ソフトウエア(無形固定資産) 387千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 7,706,100株 －株 －株 7,706,100株

（２）自己株式の数に関する事項

当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普通株式（注） 1,626,330株 25,000株 6,322株 1,645,008株

(注)　１．普通株式の自己株式数の増加25,000株は、自己株式の市場買付けによるものでありま
す。

２．普通株式の自己株式数の減少6,322株は、取締役向け株式報酬制度及び従業員向け株
式交付信託制度に基づき、取締役向け株式交付信託及び社員向け株式交付信託から株
式を交付したことによるものであります。

３．当連結会計年度末の自己株式の株式数には、株式交付信託口が保有する当社株式
148,403株が含まれております。

（３）剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

2019年11月22日開催の第60期定時株主総会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 112,220千円
・１株当たり配当金額 18.00円
・基準日 2019年８月31日
・効力発生日 2019年11月25日

　　　　配当金の総額には取締役向け株式交付信託が所有する株式に対する配当金1,980千円及
　　　び社員向け株式交付信託が所有する株式に対する配当金805千円が含まれております。

－ 6 －
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
　2020年11月20日開催の第61期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 77,618千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 12.50円
・基準日 2020年８月31日
・効力発生日 2020年11月24日

　　　　配当金の総額には取締役向け株式交付信託が所有する株式に対する配当金1,318千円及
　　　び社員向け株式交付信託が所有する株式に対する配当金536千円が含まれております。

４．金融商品に関する注記
１.金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金繰計画及び設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）
を調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的
な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブ取引は、売上債権回収によ
る外貨資金を中長期的に効率的な運用を図るために行っており、投機的な取引は行わない
方針であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
　売上債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒され
ております。また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての売上
債権は、為替の変動リスクに晒されております。
　有価証券及び投資有価証券は、主に債権（「満期保有目的の債券」、「その他有価証券」
に区分）及び取引先企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。なお、
投資有価証券の中には、組込デリバティブを含む複合金融商品が含まれております。これ
らは格付けの高い債券で、元本の安全性を重視し、商品特性を理解のうえ、その他有価証
券として保有しておりますが、発行体の信用リスク及び金利・為替の変動リスク、市場価
格の変動リスクに晒されております。
　仕入債務である買掛金は、流動性リスクに晒されておりますが、ほとんどが２か月以内
の支払期日であります。
　借入金は運転資金の調達によるものであり、金利変動リスク及び資金調達に係る流動性
リスクに晒されております。

－ 7 －
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（３）金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、社内規程に従い、売上債権について営業担当部門が主要な取引先の状況を定期
的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の
社内規程に準じて同様の管理を行っております。
　満期保有目的の債券は、格付けの高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅
少であります。また、組込デリバティブを含む複合金融商品については、信用リスクを軽
減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）
の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先
企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、社内規程に従い管理部が行っております。
連結子会社についても、当社の規程に準じて管理を行っております。
　借入金については、すべて１年以内の支払期日であるため、金利変動リスクは低いと判
断しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するととも
に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社について
も、同様の管理を行っております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織込んでいる
ため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

－ 8 －
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２.金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません。
（（注２）参照　）

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

（１）現金及び預金 3,234,281 3,234,281 －

（２）受取手形及び売掛金 1,657,903 1,657,903 －

（３）電子記録債権 85,523 85,523 －

（４）有価証券及び投資有
価証券　（※）

2,543,471 2,557,726 14,254

資産計 7,521,179 7,535,434 14,254

（１）買掛金 128,887 128,887 －

（２）短期借入金 379,000 379,000 －

負債計 507,887 507,887 －

（※）組込デリバティブを合理的に区分することが困難な複合金融商品を含めて表示しておりま
す。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金、（３）電子記録債権
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

（４）有価証券及び投資有価証券
　債券(複合金融商品を含む)は取引金融機関から提示された価格によっており、その他有
価証券は取引所の価格によっております。

－ 9 －

連結注記表



2020/10/20 18:56:28 / 20660164_ミクロン精密株式会社_招集通知（Ｆ）

負　債
（１）買掛金、（２）短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引
１．ヘッジ会計が適用されていないもの

複合金融商品関連
　投資有価証券の中に含まれている組込デリバティブを含む複合金融商品の時価につ
いては、現在行っているデリバティブ取引が、金融商品に組込まれており、デリバティ
ブ取引を合理的に区分して算定することが困難なため、当該金融商品全体を、取引金融
機関等から提示された価格によって算定しております。

２．ヘッジ会計が適用されているもの
　該当事項はありません。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

投資有価証券(非上場株式等) 75,293

関係会社株式(非上場株式等) 1,000

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ
とから、「（４）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

－ 10 －
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（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

（１）現金及び預金 3,234,281 － － －

（２）受取手形及び
売掛金

1,657,903 － － －

（３）電子記録債権 85,523 － － －

（４）有価証券及び
投資有価証券

満期保有目的の
債券

社債 － 800,562 － －

その他有価証券
のうち満期があ
るもの

　　　債券(社債) 117,616 388,716 206,627 －

合計 5,095,325 1,189,279 206,627 －

－ 11 －
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５．退職給付に関する注記
（１）採用している退職給付制度の概要

　従業員の退職給付に充てるため、当社は積立型の確定給付企業年金制度と確定拠出企業年
金制度を採用しており、連結子会社であるMicron-U.S.A., Inc.は確定拠出企業年金制度を採
用しております。
　なお、当社が有する確定給付企業年金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職
給付費用を計算しております。
　また、当社は複数事業主制度の企業年金基金制度に加入しておりますが、自社の拠出に対
応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、確定拠出企業年金制度と同様
に会計処理しております。

（２）確定給付制度
①簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
退職給付に係る負債の期首残高 △29,944千円

退職給付費用 2,587千円
制度への拠出額 －

退職給付に係る負債の期末残高 △27,357千円
②退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債
及び退職給付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 84,877千円
年金資産 △112,235千円

△27,357千円
非積立型制度の退職給付債務 －千円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △27,357千円
退職給付に係る資産 △27,357千円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △27,357千円

③退職給付費用
簡便法で計算した退職給付費用 2,587千円

（３）確定拠出企業年金制度
　当社及び連結子会社の確定拠出企業年金制度への要拠出額は、27,807千円であります。

（４）複数事業主制度
　確定拠出企業年金制度と同様に会計処理する複数事業主制度の企業年金基金制度への要拠
出額は、10,222千円であります。

－ 12 －
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
たな卸資産評価損 117,035千円
未払事業税 3,867千円
賞与引当金 15,111千円
製品保証引当金 3,349千円
株式給付引当金 15,941千円
役員株式給付引当金 24,663千円
長期未払金
(役員退職慰労引当金)

5,441千円

研究開発費 5,028千円
減価償却費 21,452千円
投資有価証券評価損 48,509千円
その他 12,752千円

繰延税金資産小計 273,152千円
評価性引当額 △236,286千円
繰延税金資産合計 36,865千円
繰延税金負債

退職給付に係る資産 △8,330千円
固定資産圧縮積立金 △204千円
その他有価証券評価差額金 △86,098千円
その他 △2,178千円

繰延税金負債合計 △96,811千円
繰延税金資産(負債)の純額 △59,945千円

－ 13 －
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７．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 1,879円27銭
（２）１株当たり当期純利益 71円15銭

（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた当連結会計年度末の普通株式及び１株当たり
当期純利益の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有
株式分を控除する他、「取締役向け株式交付信託」及び「社員向け株式交付信託」が
保有する当社株式（当連結会計年度末「取締役向け株式交付信託」105,450株及び「社
員向け株式交付信託」42,953株、期中平均株式数「取締役向け株式交付信託」107,200
株及び「社員向け株式交付信託」43,635株）を控除して算定しております。

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 14 －
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株主資本等変動計算書

（2019年 9 月 1 日から
2020年 8 月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己
株式

株主
資本
合計資本

準備金
その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益

剰余金
合計

特別
償却

準備金

固定
資産
圧縮

積立金

技術
開発

積立金
別途

積立金
繰越
利益

剰余金

当 期 首 残 高 651,370 586,750 122,450 709,200 122,967 1,233 783 1,800,000 1,800,000 6,781,220 10,506,204 △1,449,719 10,417,054

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配
当 △112,220 △112,220 △112,220

特 別 償 却 準
備 金 の 取 崩 △1,233 1,233 －

固 定 資 産 圧
縮 積 立 金 の
取 崩

△316 316 －

当 期 純 利
益 384,588 384,588 384,588

自己株式の取得 △25,375 △25,375

自己株式の処分 9,938 9,938

株主資本以外の
項目の当期変動
額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △1,233 △316 － － 273,917 272,368 △15,436 256,931

当 期 末 残 高 651,370 586,750 122,450 709,200 122,967 － 466 1,800,000 1,800,000 7,055,138 10,778,572 △1,465,156 10,673,985

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計そ の 他 有 価

証 券 評 価 差
額 金

評価・換算差
額 等 合 計

当 期 首 残 高 339,286 339,286 10,756,341

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配
当 △112,220

特 別 償 却 準
備 金 の 取 崩 －

固 定 資 産 圧
縮 積 立 金 の
取 崩

－

当 期 純 利
益 384,588

自己株式の取得 △25,375

自己株式の処分 9,938

株主資本以外の
項目の当期変動
額 （ 純 額 ）

41,371 41,371 41,371

当 期 変 動 額 合 計 41,371 41,371 298,302

当 期 末 残 高 380,657 380,657 11,054,643

－ 15 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

（１）資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券　　　　　償却原価法（定額法）
ロ．子会社株式及び

関連会社株式
移動平均法による原価法

ハ．その他有価証券
 

・時価のあるもの　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）
なお、組込デリバティブの時価を区分して測定するこ
とができない複合金融商品については、全体を時価評
価し評価差額を損益に計上しております。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
②　デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

 

イ．半製品　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

ロ．仕掛品　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ハ．原材料及び貯蔵品　　　　　　原材料
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
貯蔵品
最終仕入原価法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

（リース資産を除く）
定率法によっております。ただし、1998年４月１日以
降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては定額法によっております。なお、耐用年数及
び残存価額については、法人税法に規定する方法と同
一の基準によっております。ただし、実験機の耐用年
数については、見積経済的使用可能期間（４年）によ
っております。

－ 16 －

個別注記表



2020/10/20 18:56:28 / 20660164_ミクロン精密株式会社_招集通知（Ｆ）

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、耐用年数について
は、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお
ります。ただし、ソフトウエア（自社利用）について
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

 

③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。

 

④　長期前払費用　　　　　　　　　均等償却によっております。なお、償却期間について
は、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお
ります。

（３）引当金の計上基準
 

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生
債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

 

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額
のうち当事業年度の費用負担額を計上しております。

 

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額の
うち当事業年度の費用負担額を計上しております。

 

④　製品保証引当金　　　　　　　　製品売上後の保証期間内におけるアフターサービス費
用の支出に備えるため、売上高を基準として過去の実
績に基づく発生見込額を計上しております。また、個
別に見積り可能なアフターサービス費用についてはそ
の見積額を計上しております。

⑤　株式給付引当金　　　　　　　　社員向け株式交付規程に基づく従業員への当社株式の
給付に充てるため、給付見込額に基づき当事業年度に
見合う分を計上しております。

⑥　役員株式給付引当金　　　　　　取締役向け株式交付規程に基づく取締役への当社株式
の給付に充てるため、給付見込額に基づき当事業年度
に見合う分を計上しております。

⑦　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事
業年度末において発生していると認められる額を計上
しております。
なお、年金資産の額が退職給付債務の額を超過してい
るため、超過額を前払年金費用として投資その他の資
産に計上しております。

－ 17 －
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（４）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（追加情報）
（取締役向け株式報酬制度）
　当社は、取締役（社外取締役を除く。以下同じ）に対する信託型株式報酬制度として「取
締役向け株式交付信託」を導入しております。
　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付
する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて
おります。
１．取引の概要
　「取締役向け株式交付信託」は、本信託が取得した当社株式を当社が定める株式交付規
程に従って、対象取締役に交付するものです。
２．信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、
純資産の部に自己株式として計上しております。当事業年度末の当該自己株式の帳簿価額
及び株式数は、165,767千円及び105,450株であります。
（従業員向け株式交付信託制度）
　当社は、従業員向けインセンティブ・プランとして「社員向け株式交付信託」を導入し
ております。
　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付
する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて
おります。
１．取引の概要
　「社員向け株式交付信託」は、本信託が取得した当社株式を当社が定める株式交付規程
に従って、対象となる従業員に交付するものです。
２．信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、
純資産の部に自己株式として計上しております。当事業年度末の当該自己株式の帳簿価額
及び株式数は、67,522千円及び42,953株であります。
（会計上の見積り）
　新型コロナウイルスの世界的な感染拡大による影響は、企業活動や経済など広範囲に及
び、当社においても新規受注に向けた営業活動が一部制限されることや海外向け案件の一
部で売上が翌期以降に繰越となるなどの影響を受けております。
　新型コロナウイルス感染症の収束時期を予測することは困難でありますが、経済活動の
再開と感染拡大防止の両立を模索する動きがみられることから、翌事業年度より徐々に正
常化していくものと仮定して、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性等に係る会計
上の見積りを行っております。
　なお、新型コロナウイルスによる経済活動への影響は不確実性が高いため、先述の仮定
に状況変化が生じた場合は当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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２．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 5,233,860千円
（２）関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

売掛金 483,665千円
その他（流動資産） 3,800千円
買掛金 1,114千円
未払金 2,410千円
前受金 4,648千円

（３）国庫補助金等による圧縮記帳額
　国庫補助金等の受入により取得価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりでありま
す。

機械及び装置 17,180千円
工具、器具及び備品 12,118千円
土地 156,321千円
ソフトウエア 387千円

（４）取締役に対する金銭債務
長期未払金 17,870千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 963,676千円
仕入高 61,939千円
販売費及び一般管理費 4,836千円
営業取引以外の取引 3,437千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当 事 業 年 度 末 株 式 数

普 通 株 式 (注 ) 1,626,330株 25,000株 6,322株 1,645,008株
(注)１．普通株式の自己株式数の増加25,000株は、自己株式の市場買付けによるものでありま

す。
２．普通株式の自己株式数の減少6,322株は、従業員向け株式交付信託制度に基づき社員向

け株式交付信託から株式を交付したことによるものであります。
３．当事業年度末の自己株式の株式数には、株式交付信託口が保有する当社株式148,403株

が含まれております。
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
たな卸資産評価損 115,296千円
未払事業税 3,867千円
賞与引当金 15,111千円
製品保証引当金 3,349千円
株式給付引当金 15,941千円
役員株式給付引当金 24,663千円
長期未払金
(役員退職慰労引当金)

5,441千円

研究開発費 5,028千円
減価償却費 21,452千円
投資有価証券評価損 48,509千円
その他 10,298千円

繰延税金資産小計 268,960千円
評価性引当額 △236,286千円
繰延税金資産合計 32,674千円
繰延税金負債

前払年金費用 △8,330千円
固定資産圧縮積立金 △204千円
その他有価証券評価差額金 △85,001千円

繰延税金負債合計 △93,536千円
繰延税金資産(負債)の純額 △60,862千円
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６．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種　類 名　称 資本金 事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

子会社 Micron-
U.S.A., Inc. 100(千米ドル) 心なし研削盤、内面研削

盤の輸入及び販売 100.00

子会社
Micron 
Machinery 
(Thailand) 
Co., Ltd.

4,000(千ﾊﾞｰﾂ) 心なし研削盤、内面研削
盤の輸入及び販売 49.00

関係内容
取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）役員の兼任 事業上の関係

２名 販売先 当社製品の
販売 741,054

売掛金 392,830

前受金 4,516

２名 販売先 当社製品の
販売 222,621 売掛金 90,835

(注)１．取引条件及び取引条件の決定方針等
取引条件は、一般的取引条件と同様に決定しております。

２．上記の取引金額及び期末残高に消費税等は含まれておりません。

７．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 1,823円87銭
（２）１株当たり当期純利益 63円26銭
（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた当事業年度末の普通株式及び１株当たり当期純

利益の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式分を
控除する他、「取締役向け株式交付信託」及び「社員向け株式交付信託」が保有する当
社株式（当事業年度末「取締役向け株式交付信託」105,450株及び「社員向け株式交付
信託」42,953株、期中平均株式数「取締役向け株式交付信託」107,200株及び「社員
向け株式交付信託」43,635株）を控除して算定しております。

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

９．連結配当規制適用会社に関する注記
　該当事項はありません。
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